


介護従事者の賃金･給与など処遇に関する情報公表について 

＜目標＞ 

• 「報酬改定が介護従事者の賃金・給与などの処遇改善に結びついたかどうかの検証」が上

位目標であり、公表はそのために取りうる手段の一つ。検証が果たせるなら他の手段でも

よい。したがって、公表そのものを目標とする議論にしてはならないと考える。 

＜考察の条件＞ 

• 個人情報・プライバシー保護に対する配慮が第一。 

• 介護従事者と経営者の自主的協議に委ねるべき雇用契約の内容に過度の影響を与えない

よう注意すべきである。 

• 介護事業経営者・管理者に多大な管理コストや事務処理時間を課すべきではない。むしろ

事務負担の削減が図られている点は周知の通り。 

 介護情報公表制度との関係をどうするか。 

 介護事業者にとって、介護保険制度からの報酬だけが収入のすべてとはかぎらない。

そもそも施設食住費や医療保険からも収入を得る事業者は珍しくなく、介護保険外の

自由な契約に基づくサービスを行なう事業者も存在する。「公費と保険による事業で

ある以上、給与水準等の情報を公表すべき」との意見も見られるが、介護従事者の賃

金がどの収入から支払われたものかを割り当てる計算は簡単ではない。 

＜意見＞ 

• 給与情報等の公開を義務付けすることは法令上も不可能に近い。 

• 自主的な公表は言葉の定義からして自由でしょう。 

• 報酬改定後半年ないし 1 年たった時点で、「介護報酬増のうちどの程度が処遇改善（前頁

に記すように賃金・給与だけにとどまらない）につながったか」に関する検証評価を、適

切な標本数を確保して実行し、公表する。 

 

以上 

 2




